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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系モノマーを含有するモノマー成分；
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによる重量平均分子量が５００以上４０００
以下の芳香族系低分子ポリマー；
　光重合開始剤；および
　平均粒径２０ｎｍ以下の金属ナノ粒子、を含有し、
　粘着層とした時のヘイズ値が１０％以下であることを特徴とする紫外線硬化型粘着剤組
成物。
【請求項２】
　モノマー成分１００重量部に対して、
　芳香族系低分子ポリマー１０～１００重量部；
　光重合開始剤０．０５～１．５重量部を含有してなることを特徴とする請求項１記載の
紫外線硬化型粘着剤組成物。
【請求項３】
　モノマー成分１００重量部に対して、平均粒径２０ｎｍ以下の前記金属ナノ粒子１０～
１００重量部を含有してなることを特徴とする請求項１または２記載の紫外線硬化型粘着
剤組成物。
【請求項４】
　金属ナノ粒子の平均粒径が５～２０ｎｍであることを特徴とする請求項１～３のいずれ
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かに記載の紫外線硬化型粘着剤組成物。
【請求項５】
　アクリル系モノマーが、
　一般式：ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ２（但し、Ｒ１は、水素原子またはメチル基、Ｒ
２は、炭素数４から１５のアルキル基を表す）で表されるアルキル（メタ）アクリレート
であることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の紫外線硬化型粘着剤組成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の紫外線硬化型粘着剤組成物からなる、ヘイズ値が１０
％以下であることを特徴とする粘着剤層。
【請求項７】
　支持体の少なくとも片側に、請求項１～５のいずれかに記載の紫外線硬化型粘着剤組成
物を塗工する工程、次いで、塗工された紫外線硬化型粘着剤組成物に紫外線を照射して、
当該粘着剤組成物を硬化して粘着剤層を形成する工程、を有することを特徴とする粘着シ
ートの製造方法。
【請求項８】
　紫外線照射を、少なくとも５Ｊ／ｃｍ２の積算光量で行なうことを特徴とする請求項７
記載の粘着シートの製造方法。
【請求項９】
　紫外線硬化型粘着剤組成物は、金属ナノ粒子の分散液と芳香族系低分子ポリマーの溶液
を混合して乾燥して得られた固形物を、モノマー成分に溶解して調製したものであること
を特徴とする請求項７または８記載の粘着シートの製造方法。
【請求項１０】
　請求項７～９のいずれかに記載の製造方法により得られる粘着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、様々に応用され得る、芳香族系低分子ポリマー、および金属ナノ粒子を含有
する紫外線硬化型粘着剤組成物、当該粘着剤組成物から形成された粘着剤層、ならびに当
該粘着剤層を、支持体の少なくとも片面に有する粘着シートおよびその製造方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　幅広い応用範囲のある粘着剤やポリマー組成物に、芳香族系低分子ポリマーや各種のナ
ノ粒子を混合することで、粘着剤やポリマー組成物の機械的強度を始めとする物性の改良
を行う試みがなされている。ナノ粒子の混合に関しては、ナノ粒子の表面処理を行ったり
、各種の分散機にて組成物を処理したりすることにより、ナノ粒子を組成物中に均一に分
散させる方法が一般に採用されている。
【０００３】
　例えば、３０ｎｍ以下のコロイド状シリカゲルに各種のシランカップリング剤を加えて
シリカ表面を修飾処理してポリマー溶液と混合して粘接着剤を作成し、微粒子の存在で体
積収縮率を小さくすることで、接着力自体を高くする効果の発現が期待されている（特許
文献１）。
【０００４】
　また、ナノ粒子を拡散粘着剤として混合してコントラスト向上や視野角を大きくするこ
とが提案されているが、ここでの具体的な安定分散方法は明らかではない（特許文献２）
。
【０００５】
　あるいは、２００ｎｍ以下の金属酸化物粒子を、表面改質剤としての長鎖脂肪族酸やオ
ルガノシラン類などで表面処理して、モノマーなどに分散させ、接着剤シロップを作成す
る方法も開示されている（特許文献３）。
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【０００６】
　酸性官能基を生成しない有機溶媒を用いて、水酸基を有するモノマーを共重合したアク
リル系ポリマーに０．２μｍ以下の酸化亜鉛微粒子を混合し、塗布した紫外線遮蔽性粘着
剤も提案されている（特許文献４）。
【０００７】
　しかし、表面処理する方法を用いて作成したナノ粒子を各種の組成物に分散させた場合
には、ポリマーの種類によってはナノ粒子が凝集して複合物が白濁し、ヘイズが発生する
場合があり、そのポリマーの組成に合わせて、溶剤の種類や表面改質剤、あるいはカップ
リング剤の種類を適時変更する必要があった。さらに、実際には、各種検討を行い、最適
化するというスクリーニングの煩雑さがあった。また、場合により、汎用性のある溶媒が
使用できないなどの弊害があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００５－２５５７０６号公報
【特許文献２】特開２００５－３０１２１３号公報
【特許文献３】特開２００３－５１３１２２号公報
【特許文献４】特開２００５－２１３４８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　そこで、本発明は、芳香族系低分子ポリマーが安定に混合され、複雑な工程を経ずに、
低ヘイズ値の粘着剤層を形成することができる粘着剤組成物を提供することを目的とする
。さらに、本発明は、芳香族系低分子ポリマーおよび金属ナノ粒子が安定に混合され、複
雑な工程を経ずに、所望の接着物性が得られ、かつ低ヘイズ値であり、屈折率が向上した
粘着剤層を形成することができる粘着剤組成物を提供することを目的とする。
【００１０】
　また本発明は、前記粘着剤組成物により形成された粘着剤層、前記粘着剤層を有する粘
着シートおよびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記紫外線硬化型粘着剤組
成物を見出し、本発明を完成するに至った。
【００１２】
　すなわち本発明は、アクリル系モノマーを含有するモノマー成分；ゲルパーミエーショ
ンクロマトグラフィーによる重量平均分子量が５００以上４０００以下の芳香族系低分子
ポリマー；および光重合開始剤、を含有し、粘着層とした時のヘイズ値が１０％以下であ
ることを特徴とする紫外線硬化型粘着剤組成物、に関する。
【００１３】
　上記紫外線硬化型粘着剤組成物は、モノマー成分１００重量部に対して、芳香族系低分
子ポリマー１０～１００重量部；光重合開始剤０．０５～１．５重量部を含有してなるこ
とが好ましい。
【００１４】
　上記紫外線硬化型粘着剤組成物において、さらに、平均粒径２０ｎｍ以下の金属ナノ粒
子を含有してなることが好ましい。
【００１５】
　上記紫外線硬化型粘着剤組成物において、モノマー成分１００重量部に対して、平均粒
径２０ｎｍ以下の前記金属ナノ粒子１０～１００重量部を含有してなることが好ましい。
【００１６】
　上記紫外線硬化型粘着剤組成物において、金属ナノ粒子の平均粒径が５～２０ｎｍであ
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ることが好ましい。
【００１７】
　上記紫外線硬化型粘着剤組成物において、アクリル系モノマーが、一般式：ＣＨ２＝Ｃ
（Ｒ１）ＣＯＯＲ２（但し、Ｒ１は、水素原子またはメチル基、Ｒ２は、炭素数４から１
５のアルキル基を表す）で表されるアルキル（メタ）アクリレートであることが好ましい
。
【００１８】
　また本発明は、前記いずれかに記載の紫外線硬化型粘着剤組成物からなる、ヘイズ値が
１０％以下であることを特徴とする粘着剤層、に関する。
【００１９】
　また本発明は、支持体の少なくとも片側に、前記いずれかに記載の紫外線硬化型粘着剤
組成物を塗工する工程、次いで、塗工された紫外線硬化型粘着剤組成物に紫外線を照射し
て、当該粘着剤組成物を硬化して粘着剤層を形成する工程、を有することを特徴とする粘
着シートの製造方法、に関する。
【００２０】
　上記粘着シートの製造方法において、紫外線照射を、少なくとも５Ｊ／ｃｍ２の積算光
量で行なうことが好ましい。
【００２１】
　上記粘着シートの製造方法において、紫外線硬化型粘着剤組成物は、金属ナノ粒子の分
散液と芳香族系低分子ポリマーの溶液を混合して乾燥して得られた固形物を、モノマー成
分に溶解して調製したものであることが好ましい。
【００２２】
　また本発明は、前記いずれかの製造方法により得られる粘着シートの製造方法、に関す
る。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明の紫外線硬化型粘着剤組成物から得られる粘着シートの粘着剤層は、芳香族系低
分子ポリマーが安定に混合されており、機械的特性がより増強され、かつ低ヘイズ値であ
り、屈折率および接着力にも優れている。紫外線硬化型粘着剤組成物が、芳香族系低分子
ポリマーに加えて金属ナノ粒子を含有する場合、芳香族系低分子ポリマーおよび金属ナノ
粒子が安定に混合され、機械的特性が特に増強され、かつ低ヘイズ値であり、屈折率が極
めて優れている為、幅広い用途に使用することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の紫外線硬化型粘着剤組成物は、アクリル系モノマーを含有するモノマー成分を
含有してなり、当該モノマー成分を紫外線により硬化させることにより、粘着剤層を形成
するものである。アクリル系モノマーは、粘着剤を構成する材料のなかでも、物性や組成
変更が容易であり、透明性、耐久性に優れる。
【００２５】
　アクリル系モノマーは、少なくともアクリロイル基またはメタクリロイル基を有する化
合物であり、例えば、アルキル（メタ）アクリレートがあげられる。なお、アルキル（メ
タ）アクリレートは、アルキルアクリレートおよび／またはアルキルメタクリレートを意
味し、本発明において、「（メタ）」はこの意味である。
【００２６】
　アルキル（メタ）アクリレートにおける、アルキル基としては、炭素数１から２０まで
の無置換のアルキル基または置換されたアルキル基があげられる。炭素数１から２０まで
の無置換のアルキル基または置換されたアルキル基は、直鎖、分岐鎖のアルキル基、ある
いは環状のシクロアルカンを指す。置換されたアルキル基の場合は、置換基としては、炭
素数３－８個のアリール基または炭素数３－８個のアリールオキシ基であることが好まし
い。アリール基としては、限定はされないが、フェニル基が好ましい。
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【００２７】
　このようなアルキル（メタ）アクリレートの例としては、メチル（メタ）アクリレート
、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）
アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｎ
－ペンチル（メタ）アクリレート、イソペンチル（メタ）アクリレート、へキシル（メタ
）アクリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、２
－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオク
チル（メタ）アクリレート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アク
リレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ｎ－ド
デシル（メタ）アクリレート、イソミリスチル（メタ）アクリレート、ｎ－トリデシル（
メタ）アクリレート、ｎ－テトラデシル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アク
リレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレー
ト、ベンジル（メタ）アクリレートなどがあげられる。これらは単独で用いてもよく、ま
たは２種以上を組み合わせて使用できる。
【００２８】
　前記アルキル（メタ）アクリレートのなかでも、一般式：ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ
２（但し、Ｒ１は、水素原子またはメチル基、Ｒ２は、炭素数４から１５のアルキル基を
表す）で表されるアルキル（メタ）アクリレートを用いるのが、粘着性と金属ナノ粒子の
分散安定性の面で好ましい。特に、アルキル（メタ）アクリレートとしては、ブチル（メ
タ）アクリレートが好ましい。
【００２９】
　本発明において、前記アルキル（メタ）アクリレートは、粘着剤組成物の硬化性の観点
から、モノマー成分の全量に対して、５０重量％以上を用いることが好ましく、さらには
６０重量％以上であることが好ましい。
【００３０】
　モノマー成分は、全量が、前記アルキル（メタ）アクリレートとすることもできるが、
さらに、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＲ３ＯＨ（但し、Ｒ１は、水素原子またはメチル基、
Ｒ３は、炭素数２から１０のアルキレン基を表す）で示される水酸基含有モノマーが含ま
れていてもよい。前記アルキレン基は、直鎖状、分岐鎖条または環状のいずれでもよい。
すなわち、このモノマーは、炭素数２以上および水酸基１個のヒドロキシアルキル基を含
むモノマーである。
【００３１】
　このような水酸基含有モノマーとして、例えば、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリ
レート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）
アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル
（メタ）アクリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒドロキ
シラウリル（メタ）アクリレート等などのヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；４
－ヒドロキシメチルシクロへキシル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキルシクロ
アルキル（メタ）アクリレートが挙げられる。前記水酸基含有モノマーのなかでも、４－
ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート
、が好ましい。
【００３２】
　モノマー成分として、水酸基含有モノマーを含有する場合には、モノマー成分の全量に
対して、０．２～１０重量％の割合で用いられる。水酸基含有モノマーの割合は、好まし
くは、０．２～７重量％、より好ましくは、０．５～５重量％である。水酸基含有モノマ
ーの使用割合が多すぎると硬化安定性が損なわれるおそれがあり、一方、得られるポリマ
ーの架橋反応による耐熱性の向上の点からは、水酸基含有モノマーの使用割合が少なすぎ
ると好ましくない。
【００３３】
　また本発明のモノマー成分は、本発明の目的を損なわない範囲で、前記アクリル系モノ
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マーの他に、他の共重合モノマーを単独でまたは組み合わせて用いてもよい。しかし、本
発明において、前記（メタ）アクリル系ポリマーは実質的に酸成分を含有しない。ここで
、「実質的に酸成分を含有しない」とは、全ポリマー中、全く含まないか、含まれていて
も０．１重量％未満であることを指す。他の共重合モノマーは、モノマー成分の全量に対
して、５０重量％以下、さらには４０重量％以下の割合で用いるのが好ましい。
【００３４】
　ここで、他の共重合モノマーとしては、（メタ）アクリロイル基の他に、ビニル基等の
重合性の不飽和二重結合を有する化合物を用いることができる。共重合モノマーの具体例
としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、スチレン、α－メチルスチレン、
Ｎ－ビニルカプロラクタムなどのビニル系モノマー；グリシジル（メタ）アクリレート、
メチルグリシジル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロへキシルメチル（メタ
）アクリレートなどのエポキシ基含有モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコ
ール、（メタ）アクリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチ
レングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコールなどのグリコー
ル系アクリルエステルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（
メタ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレー
トなどのアクリル酸エステル系モノマー；アミド基含有モノマー、アミノ基含有モノマー
、イミド基含有モノマー、Ｎ－アクリロイルモルホリン、ビニルエーテルモノマーなども
使用することができる。
【００３５】
　さらに、ケイ素原子を含有するシラン系モノマーなどがあげられる。シラン系モノマー
としては、例えば、３－アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシ
シラン、ビニルトリエトキシシラン、４－ビニルブチルトリメトキシシラン、４－ビニル
ブチルトリエトキシシラン、８－ビニルオクチルトリメトキシシラン、８－ビニルオクチ
ルトリエトキシシラン、１０－メタクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン、１０－
アクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン、１０－メタクリロイルオキシデシルトリ
エトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシルトリエトキシシランなどがあげられる
。
【００３６】
　また、モノマー成分としては、得られる粘着剤層の凝集力を向上させるために、多官能
モノマーを含有することができる。多官能モノマーは、粘着剤の品質や、品質の維持に影
響を及ぼすことなく、高い凝集強さを達成することができる。多官能モノマーとしては、
例えば、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ
（メタ）アクリレート、１，８－オクタンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチ
ルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジル
エーテルジ（メタ）アクリレート等の２官能性モノマー；トリメチロールプロパントリ（
メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリ
トールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレー
ト、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の３官能以上のモノマー、他
に、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の（メタ
）アクリル酸と多価アルコールとのエステル化物等に係る多官能のアクリル系モノマーが
あげられる。
【００３７】
　また多官能モノマーとしては、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上有する多官能性
モノマーや、ポリエステル、エポキシ、ウレタンなどの骨格にモノマー成分と同様の官能
基として（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上付加したポリ
エステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アク
リレートなどを用いることもできる。
【００３８】
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　前記多官能モノマーの使用割合は、モノマー成分の全量に対して、０～１０重量％であ
り、用いる場合には、０．０１～１０重量％であるのが好ましく、さらには０．０５～５
重量％であるのが好ましい。多官能モノマーの使用割合が多すぎると得られる粘着剤層の
凝集力が強くなりすぎ、接着性が低下するおそれがある。
【００３９】
　本発明の粘着剤組成物は、前記モノマー成分に加えて、ゲルパーミエーションクロマト
グラフィーによる重合平均分子量が５００以上４０００以下の芳香族系低分子ポリマー、
および光重合開始剤を含有する。さらに、本発明の粘着剤組成物は、必要に応じて平均粒
径２０ｎｍ以下の金属ナノ粒子を含有する。金属ナノ粒子を含有する場合、得られる粘着
剤層の屈折率が特に向上するため好ましい。
【００４０】
　芳香族系低分子ポリマーを構成するモノマーとしては、例えば、（メタ）アクリロイル
基またはビニル基等の不飽和二重結合を有する重合性の官能基を有し、かつ芳香族環を有
する芳香族環含有モノマーがあげられる。芳香族環含有モノマーの具体例としては、フェ
ノキシエチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、フェノールエチレ
ンオキサイド変性（メタ）アクリレート、２－ナフトエチル（メタ）アクリレート、２－
（４－メトキシ－１－ナフトキシ）エチル（メタ）アクリレート、フェノキシプロピル（
メタ）アクリレート、フェノキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリスチ
リル（メタ）アクリレート等があげられる。この他、スチレンやαメチルスチレンなどの
スチレン誘導体、ビニルトルエンやαビニルトルエンなどが挙げられる。
【００４１】
　重合平均分子量は、５００以上４０００以下であり、好ましくは、７００以上３０００
以下であり、より好ましくは１０００以上２０００以下である。分子量がこの範囲をはず
れる場合にはいずれも、透明性が得られず、さらには金属ナノ粒子の安定化効果が少なく
、金属ナノ粒子が凝集する場合がある。
【００４２】
　低分子の重合体を合成する方法としては、通常のラジカル重合にてメルカプタンやαメ
チルスチレンダイマーを用いて分子量を調整する方法、遷移金属、配位子の存在下で、重
合開始剤を用いるリビングラジカル重合法、アニオン重合法など任意の方法を採用するこ
とができる。
【００４３】
　芳香族低分子ポリマーの含有量は、モノマー成分１００重量部に対して、固形分として
、１０～１００重量部であることが好ましく、さらに好ましくは１０～８０重量部であり
、さらに好ましくは１０～７０重量部、さらに好ましくは１０～６０重量部である。含有
量がこの量より少ないと屈折率は向上せず、金属ナノ粒子は凝集する場合があり、また多
過ぎるとモノマー成分を硬化して得られるアクリル系ポリマーの物性を変化させる為、好
ましくない。
【００４４】
　本発明の粘着剤組成物に含まれる金属ナノ粒子は、限定はされないが、例えばシリカ、
あるいは各種金属酸化物が包含される。金属ナノ粒子の具体例としては、シリカ、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン
、セリア、酸化亜鉛、酸化鉄、酸化ゲルマニウム、酸化インジウム、窒化ケイ素、窒化ホ
ウ素、チタン酸カリウム、ウォラストナイト、セピオライト、針状酸化スズ、針状水酸化
マグネシウム、層状粘度鉱物、およびそれらの組合せであり得る。金属ナノ粒子は、通常
、分散液として用いられる。
【００４５】
　金属ナノ粒子の形状は、球形状、直方体形状、またはそれらの異形形状などのバルク形
状、針形状、または板形状であり得る。
【００４６】
　金属ナノ粒子の平均粒径は、２０ｎｍ以下であり、好ましくは５～２０ｎｍであり、よ
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り好ましくは５～１０ｎｍである。針形状または板形状の場合は、最大長の長さが２０ｎ
ｍ以下であり、好ましくは５～２０ｎｍであり、より好ましくは５～１０ｎｍである。こ
こで平均粒径の測定は、ＭＡＬＶＥＲＮ社製「ＺｅｔａｓｉｚｅｒＮＡＮＯ　ＺＳ型」を
用いた動的光散乱法にて行い、数平均粒径で表示した。
【００４７】
　これらの金属ナノ粒子において、必須ではないが、金属ナノ粒子はその表面をシランカ
ップリング剤などの分散安定剤で処理されることで、安定化されてもよい。
【００４８】
　分散安定剤としては、オクチルメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシ
シラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、γ―グリシドキシプロピルト
リメトキシシラン、ビニルトリメトキシシランなどのシランカップリング剤、ラウリン酸
、オレイン酸などの長鎖脂肪酸、各種の有機物で変性されたシリコーン化合物などを挙げ
ることができる。
【００４９】
　前記分散安定剤は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが
、全体としての金属ナノ粒子を処理するのに必要な量は、金属ナノ粒子１００重量部に対
し、１～８０重量部である。
【００５０】
　本発明の粘着剤組成物中、さらに金属ナノ粒子を含有する場合、その使用量は、モノマ
ー成分１００重量部に対して、固形分として１０～１００重量部であり、好ましくは１０
～８０重量部であり、さらに好ましくは１０～７０重量部、さらに好ましくは１０～６０
重量部である。含有量がこの量より少ないと金属ナノ粒子の特性を発揮できず、多すぎる
とモノマー成分を硬化して得られるアクリル系ポリマーの物性を変化させるために好まし
くない。
【００５１】
　本発明で用いる光重合開始剤としては、光重合を開始するものであれば特に制限されず
、通常用いられる光重合開始剤を用いることができる。例えば、ベンゾインエーテル系、
アセトフェノン系、α‐ケトール系、光活性オキシム系、ベンゾイン系、ベンジル系、ベ
ンゾフェノン系、ケタール系、チオキサントン系などを用いることができる。
【００５２】
　具体的には、ベンゾインエーテル系としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル、ベ
ンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテ
ル、ベンゾインイソブチルエーテル、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－
１－オン、アニソールメチルエーテルなどがあげられる。アセトフェノン系としては、例
えば、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフ
ェノン、１－ヒドロキシシクロへキシルフェニルケトン、４－フェノキシジクロロアセト
ン、４－ｔ－ブチルジクロロアセトフェノンなどがあげられる。α‐ケトール系としては
、例えば、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、１－［４－（２－ヒドロキシ
エチル）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オンなどがあげられる
。光活性オキシム系としては、例えば、１－フェニル－１，１－プロパンジオン－２－（
ｏ－エトキシカルボニル）－オキシムなどがあげられる。ベンゾイン系としては、例えば
、ベンゾインなどがあげられる。ベンジル系としては、例えば、ベンジルなどがあげられ
る。ベンゾフェノン系としては、例えば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３
´－メチル－４－メトキシベンゾフェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α－ヒドロキシ
シクロへキシルベンゾフェノンなどがあげられる。ケタール系としては、例えば、ベンジ
ルメチルケタールなどがあげられる。チオキサントン系としては、例えば、チオキサント
ン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサ
ントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン、２，４－ジエ
チルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントン、ドデシルチオキサントン
などがあげられる。光重合開始剤は、１種を単独で、または２種以上を混合して用いるこ
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とができる。
【００５３】
　光重合開始剤の使用量は、モノマー成分１００重量部に対して、０．０５～１．５重量
部であり、好ましくは０．１～１重量部である。
【００５４】
　さらに本発明の粘着剤組成物には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく、たと
えば、着色剤、顔料などの粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、粘着性付与剤、表面潤滑剤
、レベリング剤、軟化剤、酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止
剤、無機または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物などを使用する用途に応じて適宜
添加することができる。
【００５５】
　上記粘着剤組成物の調製法は前記各成分を含有していれば特に制限されないが、まず、
金属ナノ粒子の分散液と芳香族系低分子ポリマーの溶液を混合して乾燥して得られた固形
物を調製したのち、当該固形分を、モノマー成分に溶解して調製することが、工程の簡略
化の点から好ましい。金属ナノ粒子の分散液の分散媒は水または有機溶媒であり、芳香族
系低分子ポリマーの溶液は、トルエン、酢酸エチル、メチルエチルケトン等の有機溶媒溶
液として用いられる。金属ナノ粒子の分散液と芳香族系低分子ポリマーの溶液の混合物か
らは、通常、室温にて熱をかけずに溶媒を除去することにより乾燥して固形物を得る。な
お、粘着剤組成物の調製にあたり、光重合開始剤、その他の添加剤についての配合時期は
、いずれでもよいが、通常は、前記固形分をモノマー成分に溶解した後に配合するのが好
ましい。
【００５６】
　本発明の粘着シートは、支持体の少なくとも片側に、前記粘着剤組成物を塗工する工程
、次いで、塗工された紫外線硬化型粘着剤組成物に紫外線を照射して、当該粘着剤組成物
を硬化して粘着剤層を形成する工程、を施すことにより得られる。
【００５７】
　前記粘着剤組成物の塗工方式は、当該粘着剤組成物の粘度や目的とする厚みによって適
宜に選択される。具体的には、例えば、ロールコート、キスロールコート、グラビアコー
ト、リバースコート、ロールブラッシュ、スプレーコート、ディップロールコート、バー
コート、ナイフコート、エアーナイフコート、カーテンコート、リップコート、ダイコー
ターなどによる押出しコート法などの方法があげられる。
【００５８】
　前記粘着剤組成物の塗工は、硬化して得られる粘着剤層の厚みが、１～１００μｍ程度
、好ましくは２～５０μｍ、より好ましくは２～４０μｍ、さらに好ましくは５～３５μ
ｍになるように行う。
【００５９】
　次いで、塗工された粘着剤組成物に紫外線を照射して、当該粘着剤組成物を硬化して粘
着剤層を形成する。紫外線照射には、高圧水銀ランプ、低圧水銀ランプ、メタルハライド
ランプなどを用いることができる。紫外線の照射条件は、前記粘着剤組成物を硬化しうる
条件であれば、任意の適切な条件を採用できる。紫外線照射は積算光量で５Ｊ／ｃｍ２以
上であることが好ましく、より好ましくは１５Ｊ／ｃｍ２以上である。また、特に金属ナ
ノ粒子を含有する粘着剤組成物の場合は、３０Ｊ／ｃｍ２以上であることがより好ましく
、さらに好ましくは６０Ｊ／ｃｍ２以上である。前記紫外線照射量は、硬化を目的とした
従来の紫外線照射量と比較するとかなり多い。理由は定かではないが、大量の紫外線を照
射することで、材料の変化や重合率や温度変化などで何らかの作用が生じるためであると
推察される。かかる大量の紫外線照射量で、粒径の小さな金属ナノ粒子および芳香族低分
子ポリマーを含有する粘着剤組成物に、紫外線を照射することにより、ヘイズ値が小さく
制御できると推察される。一方、紫外線照射の積算光量は、粘着剤層の劣化の点から、１
５０Ｊ／ｃｍ２以下であるのが好ましい。
【００６０】
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　また、紫外線照射にあたっては、塗工された粘着剤組成物を、さらに支持体で覆った状
態で行なうことが好ましい。即ち、２枚の支持体の間に、粘着剤組成物が挟まれ、粘着剤
組成物の硬化に係る、モノマー成分の重合を阻害する酸素のない状態で、紫外線照射をす
ることが好ましい。なお、２枚の支持体の間に、粘着剤組成物が挟まれた状態を形成する
ことは、公知・慣用の手段が用いられる。例えば、支持体に前記方法で粘着剤組成物を塗
工した後、粘着剤組成物をある程度硬化させた後に、もう１枚の支持体を硬化した粘着剤
組成物に設ける方法や、２枚の支持体の間に、直接、粘着剤組成物を設ける方法等があげ
られる。
【００６１】
　前記支持体としては、各種基材を用いることができるが、前述の通り、２枚の支持体の
間に、粘着剤組成物を挟んで紫外線を照射する場合には、支持体としては、酸素を透過さ
せない性質を有するものが好ましく、また、紫外線によるモノマー成分の光重合を阻害し
ない透過性を有する透明フィルムが好ましく用いられる。また、当該支持体としては、粘
着剤層を形成したのち、他の基材への転写等が容易なことから剥離処理したフィルムが好
ましく用いられる。剥離処理したフィルムとしては、シリコーン剥離ライナーが好ましく
用いられる。
【００６２】
　前記支持体の構成材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエステルフィルムなどのプラスチックフィルム、紙、布、不織布
などの多孔質材料、ネット、発泡シート、金属箔、およびこれらのラミネート体などの適
宜な薄葉体などをあげることができるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィル
ムが好適に用いられる。
【００６３】
　そのプラスチックフィルムとしては、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレン
フィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフイルム
、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレート
フィルム、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢
酸ビニル共重合体フィルムなどがあげられる。
【００６４】
　前記フィルムの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍ程度である。
前記セパレーターには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系もしく
は脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉などによる離型および防汚処理や、塗布型、練り込
み型、蒸着型などの帯電防止処理もすることもできる。特に、前記フィルムの表面にシリ
コーン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理などの剥離処理を適宜おこなうことにより、
前記粘着剤層からの剥離性をより高めることができる。
【００６５】
　前記得られた粘着シートは、粘着剤層のヘイズ値が１０％以下であり、８％以下である
ことが好ましく、さらには５％以下であるのが好ましい。ヘイズ値が１０％を超える場合
には、例えば、光学部材に積層された際に透過率が大きく低下し、好ましくない。ヘイズ
値が１０％以下であるということは、後述する実施例の結果が示すとおり、アクリル系モ
ノマー成分の重合体中に芳香族系低分子ポリマーが安定に混合されていることを意味する
。さらに、金属ナノ粒子が配合されている場合であっても、得られた粘着剤層に白濁がな
く、金属ナノ粒子が均一に分散されているということを意味する。従って本発明の粘着剤
ではヘイズ値は大きくならず、透過率の低下も殆どない。金属ナノ粒子が配合されている
場合において、かかるヘイズ値は、粒径の小さな金属ナノ粒子および芳香族低分子ポリマ
ーを含有する粘着剤組成物に、紫外線を照射することにより、特に紫外線を大量に照射す
ることによって達成できる。
【００６６】
　なお、上記で得られた粘着シートは、支持体から剥離して、他の基材に転写して用いる
ことができる。他の基材としては、例えば、光学部材などがあげられる。光学部材として
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は、液晶表示装置等の画像表示装置の形成に用いられるものが使用され、その種類は特に
制限されない。例えば、光学部材としては偏光板があげられる。偏光板は偏光子の片面ま
たは両面には透明保護フィルムを有するものが一般に用いられる。
【００６７】
　また光学部材としては、例えば反射板や反透過板、前記位相差板（１／２や１／４等の
波長板を含む）、視覚補償フィルム、輝度向上フィルムなどの液晶表示装置等の形成に用
いられることのある光学層となるものがあげられる。これらは単独で光学フィルムとして
用いることができる他、前記偏光板に、実用に際して積層して、１層または２層以上用い
ることができる。
【実施例】
【００６８】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。なお、各例中の部および％はいずれも重量基準である。以下に
特に規定のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨ（１時間あるいは１週間）である。
実施例等における評価項目は下記のようにして測定を行った。
【００６９】
　＜重量平均分子量の測定＞
　芳香族系低分子ポリマーの重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエー
ション・クロマトグラフィー）により測定した。サンプルは、試料をテトラヒドロフラン
に溶解して０．１重量％の溶液とし、これを一晩静置した後、０．４５μｍのメンブレン
フィルターで濾過した濾液を用いた。
・分析装置：東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ
・カラム：東ソー社製、Ｇ３０００ＨＸＬ＋２０００ＨＸＬ＋Ｇ１０００ＨＸＬ

・カラムサイズ；各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ
・流量：０．８ｍｌ／ｍｉｎ
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
・カラム温度：４０℃
・注入量：１００μｌ
・溶離液：テトラヒドロフラン
・検出器：示差屈折計
・標準試料：ポリスチレン
【００７０】
　実施例１
　ｎ－ブチルアクリレート１００部、４－ヒドロキシブチルアクリレート１部、光重合開
始剤（チバ・ジャパン社製，イルガキュア６５１）０．０５部、光重合開始剤（チバ・ジ
ャパン社製，イルガキュア１８４）０．４部を混合し、充分に窒素置換した後、高圧水銀
ランプ（ＵＶＡの照度：０．２７１Ｗ／ｃｍ２）を間欠的に５分間照射し、粘調なシロッ
プを得た。このシロップでのモノマーの重合率は１２．５％であった。このシロップに、
トリメチロールプロパントリアクリレート１．０部、スチレン低分子量ポリマー（ＳＸ－
８５、重量平均分子量Ｍｗ＝１５５０、ヤスハラケミカル社製）２０部を配合して、均一
に混合して紫外線硬化型粘着剤組成物を調整した。当該紫外線硬化型粘着剤組成物を、シ
リコーン処理を施した、３８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（Ｄ
ＩＡＦＯＩＬ　ＭＲＮ３８，三菱化学ポリエステルフィルム社製）の片面に硬化後の粘着
剤層の厚さが３０μｍになるように塗工し、空気中の酸素による重合阻害を防止するため
に、その上から同様のシリコーン処理したＰＥＴフィルムを設けた後、フィルムを介して
、メタルハライドランプによって紫外線を積算光量１５Ｊ／ｃｍ２で照射した。その後、
片面のＰＥＴフィルムを剥離した状態で、１５０℃で３分間加熱処理して、粘着シートを
作製した。紫外線照射は、フュージョンＵＶコンベア（ＣＶ－１１０Ｑ－Ｇ，電源ＶＰＳ
－６）にて、Ｄバルブ、石英フィルターで行い、光量はＵＶパワーパックのＵＶＡ（３２
０－３９０ｎｍ）、ＵＶＢ（２８０－３２０ｎｍ）、ＵＶＣ（２５０－２６０ｎｍ）、Ｕ
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ＶＶ（３９５－４４５ｎｍ）の積算量で表した。
【００７１】
　実施例２
　実施例１において、スチレン低分子量ポリマー（ＳＸ－１００、Ｍｗ＝２０００、ヤス
ハラケミカル社製）に代えたこと以外は実施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【００７２】
　実施例３
　実施例１において、紫外線の照射量を積算光量５Ｊ／ｃｍ２に代えたこと以外は実施例
１と同様にして粘着シートを作製した。
【００７３】
　実施例４
　平均粒径７ｎｍのジルコニア分散液（ＮＺＤ－３ＪＦ９５－Ｅ，住友大阪セメント社製
）１５部（固形分）と、トルエンに溶解したスチレン低分子量ポリマー（ピコラスチック
Ａ７５，Ｍｗ１３２０，イーストマンケミカル社製）２２．５部（固形分）を混合して、
室温（２３℃）にて乾燥させて固体成分とした。ｎ－ブチルアクリレート１００部、４－
ヒドロキシブチルアクリレート１部、トリメチロールプロパントリアクリレート０．５部
、上記の固体成分、光重合開始剤（チバ・ジャパン社製，イルガキュア６５１）０．５部
、光重合開始剤（チバ・ジャパン社製，イルガキュア１８４）０．２部を混合して、紫外
線硬化型粘着剤組成物を調製した。当該紫外線硬化型粘着剤組成物を、シリコーン処理を
施した、３８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（ＤＩＡＦＯＩＬ　
ＭＲＮ３８，三菱化学ポリエステルフィルム社製）の片面に硬化後の粘着剤層の厚さが３
０μｍになるように塗工し、その上から同様のＰＥＴフィルムを設けた後、フィルムを介
して、メタルハライドランプによって紫外線を積算光量１０５Ｊ／ｃｍ２で照射した。そ
の後、片面のＰＥＴフィルムを剥離した状態で、１５０℃で３分間加熱処理して、粘着シ
ートを作成した。紫外線照射は、フュージョンＵＶコンベア（ＣＶ－１１０Ｑ－Ｇ，電源
ＶＰＳ－６）にて、Ｄバルブ、石英フィルターで行い、光量はＵＶパワーパックのＵＶＡ
（３２０－３９０ｎｍ）、ＵＶＢ（２８０－３２０ｎｍ）、ＵＶＣ（２５０－２６０ｎｍ
）、ＵＶＶ（３９５－４４５ｎｍ）の積算量で表した。
【００７４】
　実施例５
　実施例４において、紫外線の積算光量３０Ｊ／ｃｍ２に代えたこと以外は実施例４と同
様にして粘着シートを作製した。
【００７５】
　比較例１
　実施例１において、スチレン低分子量ポリマー（Ｍｗ＝６０００）に代えたこと以外は
実施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【００７６】
　比較例２
　実施例４において、スチレン低分子量ポリマーを用いなかったこと以外は実施例４と同
様にして粘着シートを作製した。
【００７７】
　比較例３
　実施例４において、平均粒径７ｎｍのジルコニア分散液（ＮＺＤ－３ＪＦ９５－Ｅ，住
友大阪セメント社製）の代わりに、平均粒径４０ｎｍのジルコニア分散液（ＮＺ１１０－
Ｆ１５１０，住友大阪セメント社製）を用いたこと以外は実施例４と同様にして粘着シー
トを作製した。
【００７８】
　比較例４
　実施例３において、スチレン低分子量ポリマーを用いなかったこと以外は実施例３と同
様にして粘着シートを作製した。
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【００７９】
　上記実施例および比較例で得られた、粘着シート（サンプル）について以下の評価を行
った。評価結果を表１に示す。
【００８０】
　＜ヘイズ＞
　実施例および比較例で得た幅１０ｍｍの粘着シートサンプルを、厚さ２５μｍのＰＥＴ
フィルム（ルミラー２５－Ｓ１０，東レ社製）に貼り付け、２５℃の雰囲気温度で、村上
色彩技術研究所製反射・透過率計ＨＲ－１００型にて、Ｄ－６５光を用いてＪＩＳＫ－７
１３６に準じて測定した。
【００８１】
　＜屈折率＞
　実施例および比較例で得られたサンプルに、２５℃の雰囲気で、ナトリウムＤ線を照射
し、アッベ屈折率計（ＡＴＡＧＯ社製ＤＲ－Ｍ２）にて屈折率を測定した。
【００８２】
　＜接着力＞
　実施例および比較例で得られたサンプルの粘着剤層面に、厚さ２５μｍのＰＥＴフィル
ム（ルミラー２５－Ｓ１０，東レ社製）を貼り付け、幅２０ｍｍ×長さ約１００ｍｍに裁
断したものから、サンプルにおけるシリコーン処理を施したＰＥＴフィルムを剥離してか
ら、厚さ０．５ｍｍの無アルカリガラス板（コーニング社製、１７３７）に、２ｋｇのロ
ール一往復で貼付け、次いで５０℃、０．５ＭＰａで３０分間オートクレーブ処理して完
全に密着させた後、２３℃湿度５０％の条件に３時間放置後、剥離角度９０°、剥離速度
３００ｍｍ／分で剥離接着を測定した。
【００８３】
【表１】
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